
T s u C i t y

令和３年２月３日開催 第４２回津市総合教育会議

令和３年度の教育行政について

文部科学省による少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備について

▶ 義務標準法を改正し、小学校について学級編制の標準を
５年かけて３５人に計画的に引き下げることとし、
必要な教職員定数を措置

令和３年度 ４ ５ ６ ７
【３５人学級の学年別導入年度】

小２
小３
小４
小５
小６

※小１は導入済

・みえ少人数加配の拡充を

要望

・３５人学級の効果の検証

・中学校の学級編制基準の

引き下げを要望

・人材の確保

・教室不足等への対応

取組の方向性

こ
れ
ま
で
の

取
組

� 令和２年６月２６日 新型コロナウイルス感染症に係る緊急要望

� 令和２年１０月２７日 三重県知事への要望
「新しい時代の学びの環境における少人数学級編制の推進」について要望

子どもの３密対策として「学校の新しい生活様式のもとでの少人数学級編制の推進」について
知事に要望

現状

標準法
みえ少人数
加配

小学１年生 35 30
（下限25）小学２年生

40
小学３～６年生 -

中学１年生
40

35
（下限25）

中学２～３年生 -

※小2：36人以上解消加配あり

▶令和３年度から令和７年度までに教職員定数を
１３，５７４人改善

▶令和３年度
影響なし
※既にみえ少人数加配を活用しているため

津市への影響
※令和２年度の児童数の１０年推計を基に
シミュレーション

▶ 令和４年度～７年度
毎年３～５学級程度増加

１ 少人数学級編制に向けた取組



特化研究プロジェクトの実施

教職員への研修計画

●モデル校（２０校）において
先進的で専門的な研究を実施予定

・ 授業支援クラウドを活用した学習に関する研究
・ デジタル教科書の効果的な活用の研究
・ プログラミング教育に関する研究
・ 家庭学習における端末活用の研究
・ ＩＣＴ機器を活用した英語科授業等の研究

●端末の基本操作、１人１台端末を活用した授業づくりなど、
教職員のニーズに応じた研修会を実施

１

○教員対象

各教科別 授業づくりに係る研修会

○栄養教諭対象

食教育の授業づくりに係る研修会

模擬授業形式を中心に実施

１ 校種教科別研修会 ２ 目的別研修会

○端末の基本操作

○津市e-Learningポータルの運用

○「ロイロノート・スクール」の活用

○シンキングツールの活用

新採教員・転入教員等への支援

３ ＯＳ別研修会

○各ＯＳ機能の効果的な活用を学ぶ

研修会

・クラスルーム活用研修（小）

・Ｔｅａｍｓ活用研修（中）

iPad・Windowsでそれぞれ実施

一斉学習 双方向型一斉授業の実現

個別学習 ニーズや学習状況に応じた個別学習の実現

協働学習 各自の考え等を共有しながら学び合う授業の実現

「津市ＧＩＧＡスクール構想」の
実現に向け、引き続き
取り組んでいきます！

デジタル教科書の活用

●国の実証事業を活用して学習者用デジタル
教科書を導入し、課題等を検証予定

対象校 市内小・中・義務教育学校の約半数

対象学年 小学５・６年生、中学１～３年生
※重点校（１校程度）は全学年対象

対象教科 原則学校毎に１教科を選択

２ ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた取組

老朽化
対応

耐震化 大規模改造

令和２年度 令和３年度（予定）

設計 設計 工事

実施校
修成小
安濃小
朝陽中

上野小
西橋内中
橋南中

修成小 普通教室棟
安濃小 教室・特別教室管理棟
朝陽中 管理普通教室棟

・外装（外壁・屋上防水の改修）
・内装（壁・天井の塗装替え）
・バリアフリー対応
（エレベーター、多目的トイレの設置）
・防災機能強化
・トイレ洋式化

・ 児童生徒が長時間使用する普通教室が含まれる棟を
対象
・ 将来にわたって使用する校舎棟を対象
・ 劣化度調査に基づき機能維持に必要な改修を優先

基本方針

古い施設を優先して老朽化対策
令和２年度末までに９校完了予定

今後５年間でより多くの学校を整備
（１０校程度を目標）

長寿命化改修 第２期津市学校施設長寿命化計画
前期計画：令和２年度～７年度

� 最も改修が必要な校舎棟を選定
� 機能維持を図ることを優先

経年劣化した建物の優先箇所の 原状回復
（あわせて性能向上）

地震
対応

平成２３年度末までに
全ての学校の耐震化が完了

総事業費（平成18～23年度） 23.2億円

内
訳

国庫補助金 10.1億円

市
債

合併特例事業債 6.6億円

義務教育施設整備事業費 1.2億円

一般財源 5.3億円

改
修
内
容

総事業費（平成23～令和2年度） 89.6億円

内
訳

国庫補助金 15.9億円

合併特例事業債 64.1億円

一般財源 9.6億円

３ 学校施設の整備



教員支援員

スクール・サポート・スタッフ（ＳＳＳ）

部活動指導員

▶ 市行政経験を生かし再任用職員が教員の事務作業を支援

教員が子どもたちと向き合う時間を確保

配置校 退職時の役職

１ 西が丘小・新町小 幼稚園長

２ 南が丘小・一身田小 幼稚園長

３ 立成小・高茶屋小 幼稚園長

４ 北立誠小・千里ヶ丘小 幼稚園長

５ 草生小・明合小 保育園長

６ 橋北中・橋南中 担当副参事

７ 久居中・久居東中 担当主幹

８ 朝陽中・一身田中 担当主幹

【令和２年度 教員支援員の配置先】

◆ 聞き取りの結果、より有効に
活用している小学校へ重点的に
配置

◆ 複数校勤務として配置校を拡大

令和３年度の方向性

教育大綱の実現

▶ 顧問に代わり部活動の運営・指導
▶ 年間１人当たり２１０時間勤務

年度
Ｈ３０

（10月～）
Ｒ１ Ｒ２

配置数
２人

（２校）
１０人
（８校）

１２人
（９校）

【部活動指導員の配置状況】

令和２年度予算額 ４１０万４千円

国の補助事業（教育支援体制整備事業費
補助金）を活用
（財源内訳：国１／３、県１／３、市１／３ ）年度 配置数

Ｈ３０ ・１校１人

Ｒ１ ・２校２人

Ｒ２
・年度当初～ ２４校２５人
・年度途中～ ４４校４７人（コロナ対策）

【ＳＳＳの配置状況】

▶ 教員が抱える事務作業等の負担を軽減

◆ コロナ対策を含めた
配置継続を要望

【財源内訳】
国１／３、県２／３

令和３年度の方向性

◆配置希望調査を実施し、各校のニーズに
合わせて配置

◆令和２年度から文化部へも配置

令和３年度の方向性

年度 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

配置数
４人

（４校）
７人

（１１校）
８人

（１６校）

【教員支援員の配置状況】

４ 人的支援の充実 ～教員支援員・ＳＳＳ・部活動指導員～

年度
園数

(休園)
園児数 休園

Ｒ2
26
(3)

661 高野尾・白塚・安東
※Ｒ3.3.31 安東 閉園

Ｒ3
25
(4)

590
高野尾・白塚
育生・明● 南立誠幼・敬和幼で給食を開始

● 幼稚園教諭３名を採用予定
● ＩＣＴを活用した研修の実施

少子化、保育需要の増加等により市立幼稚園の園児数が減少

今後のあり方を３つの方向性に整理

市立幼稚園として
質の高い幼児教育を展開

１

市立保育所とともに
認定こども園へ移行

２

園児数の減少した園は適正規模集団

の確保・維持を目的に近隣園と統合

３

▶ 幼稚園・認定こども園等の質の向上

● 幼稚園教諭・保育士の再任用職員各１名が幼児教育アドバイザーとして
公私立幼稚園や認定こども園等を巡回し、指導・助言を実施

▶ 閉園した園舎の利活用

● 安東幼稚園舎を放課後児童クラブ等
に活用

▶幼稚園の感染症対策
保育室へのエアコン・網戸設置
感染症対策物品の購入 ▶河芸こども園の整備

整備に向けた実施設計

幼稚園の再編と幼児教育の継承・発展に取り組んでいきます！

令
和
２
年
度
の
取
組

＜令和３年度の取組予定＞

▶幼児教育の充実
幼児教育・保育カリキュラムの活用

令
和
２
年
度
の
取
組

▶幼児教育の充実
幼稚園教諭が保育教諭として勤務
認定こども園検討会の開催

＜令和３年度の取組予定＞

● 河芸こども園の整備
● 開園に向けたシンポジウム等の開催

５ 今後の市立幼稚園のあり方



６ 放課後児童クラブの充実

・ 津市の放課後児童クラブは、令和２年４月１日時点で７２クラブ
（公設民営５３、民設民営１９）あり、３，０３４名の児童が利用

・専用区画面積の確保が必要
Ｒ2.4現在 16クラブが狭あい化

整備方針に基づいた施設整備

令和３年度の方向性

１ 施設整備

・教育現場で勤務する
会計年度任用職員が
夏休みなどの長期休業中に
放課後児童クラブへ従事する
取組を実施

２ 支援員確保の支援 ３ コロナ対策支援

課
題

令
和
２
年
度
の
取
組

【新築工事】
椋本地区放課後児童クラブ
【実施設計】
成美放課後児童クラブ
栗葉放課後児童クラブ

・夏休み等はクラブ職員が不足
・求人募集しても応募が少ない

課
題

令
和
２
年
度
の
取
組

課
題

・利用児童の密状態の緩和
・コロナ感染症に対しての運営上
の不安

令
和
２
年
度
の
取
組

・学校へ放課後児童クラブが
学校施設を使用できるよう
協力依頼
・各クラブとの懇談会を実施し
個別の課題へ対応

令和３年度の方向性

・継続して学校への協力依頼
・各クラブとの懇談会を実施し
個別の課題へ対応

令和３年度の方向性
・継続して会計年度任用職員の
クラブ従事を進めるとともに、
ＨＰ等でも情報発信
・紹介可能な支援員等の情報収集

・２カ所の施設を整備予定

・ 放課後児童クラブに対して、
運営費の補助や施設の整備、
支援員確保の支援、コロナ感
染症対策に係る支援を実施

令和２年度に整備した
椋本地区放課後児童クラブ
事業費 ４，６７２万円

※ 各年度３月３１日現在（ただし、Ｒ２については４月１日現在の児童数及び当初予算額）


